
○ 電 波 法 施 行 規 則 第 二 十 八 条 の 五 第 一 項 の 機 器 を 備 え る こ と が 困 難 又 は 不 合 理 で あ る 場 合 の 予 備 設 備 の 機 器 を 定 め る 件 （ 平 成 四 年 郵 政 省 告 示 第 九 十

一 号 ） の 一 部 を 改 正 す る 告 示 案 新 旧 対 照 表 

（ 傍 線 部 は 改 正 部 分 ） 

改 正 案 現 行 

 
当該義務船舶局等のある

船舶の区分 

無線設備の機器（○印を付したものとす

る。） 

国

際

航

海

従

事

の

有

無 

船

舶

の

種

類 

施 行

規 則

第 28

条 第

１ 項

各 号

の 航

行 す

る 海

域 に

応 じ

た 船

舶 の

区分 

総ト

ン数 

施 行

規 則

第 28

条 第

１ 項

第 １

号 の

(1) の

無 線

設備 

施行

規則

第 28

条第

１項

第２

号の

(1)

の

（二

）の

無線

設備 

短波

帯の

無線

設備

（デ

ジタ

ル選

択呼

出装

置及

び無

線電

話に

よる

通信

が可

能な

もの

に限

る。）

及び

短波

帯の

デジ

タル

選択

イン

マル

サッ

ト船

舶地

球局

のイ

ンマ

ル

サッ

トＣ

型の

無線

設備 

当該

義務

船舶

局等

のあ

る船

舶の

航行

する

海域

に応

じて

当該

船舶

を運

航す

るた

めに

必要

な陸

上と

の間

の通

信を

行う

こと

 
当該義務船舶局等のある

船舶の区分 

無線設備の機器（○印を付したものとす

る。） 

国

際

航

海

従

事

の

有

無 

船

舶

の

種

類 

施 行

規 則

第 28

条 第

１ 項

各 号

の 航

行 す

る 海

域 に

応 じ

た 船

舶 の

区分 

総ト

ン数 

施 行

規 則

第 28

条 第

１ 項

第 １

号 の

(1) の

無 線

設備 

施行

規則

第 28

条第

１項

第２

号の

(1)

の

（二

）の

無線

設備 

短波

帯の

無線

設備

（デ

ジタ

ル選

択呼

出装

置及

び無

線電

話に

よる

通信

が可

能な

もの

に限

る。）

及び

短波

帯の

デジ

タル

選択

イン

マル

サッ

ト船

舶地

球局

のイ

ンマ

ル

サッ

トＣ

型

又は

イン

マル

サッ

トＢ

型

の無

線設

備 

当該

義務

船舶

局等

のあ

る船

舶の

航行

する

海域

に応

じて

当該

船舶

を運

航す

るた

めに

必要

な陸

上と

の間

の通

信を

行う

こと

別
添
６

 



呼出

専用

受信

機 

がで

きる

無線

設備 

（

略

） 

（

略

） 

（略） 

 

（略

） 

（略） 

 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

 

呼出

専用

受信

機 

がで

きる

無線

設備 

（

略

） 

（

略

） 

（略） 

 

（略

） 

（略） 

 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

）  

 

注１ いずれかの無線設備とする。ただし、インマルサット船舶地球

局のインマルサットＣ型の無線設備は、当該義務船舶局等のある船

舶の航行する海域がインマルサット船舶地球局の通信範囲内のみ

のもの（短期間のみ当該通信範囲を超えて航行する船舶であって総

合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。以下同じ。）が当該通

信範囲内のみを航行する船舶として取り扱うことを認めるものを

含む。）の場合に限り、選択することができる。 

注１ いずれかの無線設備とする。ただし、インマルサット船舶地球

局のインマルサットＣ型 又はインマルサットＢ型 の無線設備は、

当該義務船舶局等のある船舶の航行する海域がインマルサット船

舶地球局の通信範囲内のみのもの（短期間のみ当該通信範囲を超え

て航行する船舶であって総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含

む。以下同じ。）が当該通信範囲内のみを航行する船舶として取り

扱うことを認めるものを含む。）の場合に限り、選択することがで

きる。 

注２・３ （略） 注２・３ （略） 

注４ いずれかの無線設備とする。ただし、インマルサット船舶地球

局のインマルサットＣ型の無線設備は当該義務船舶局等のある船

舶の航行する海域がインマルサット船舶地球局の通信範囲内のみ

のもの（短期間のみ当該通信範囲を超えて航行する船舶であって総

合通信局長が当該通信範囲内のみを航行する船舶として取り扱う

ことを認めるものを含む。）の場合に限り、当該義務船舶局等のあ

る船舶の航行する海域に応じて当該船舶を運航するために必要な

陸上との間の通信を行うことができる無線設備は当該義務船舶局

等のある船舶の航行区域が近海区域とされているものであって総

注４ いずれかの無線設備とする。ただし、インマルサット船舶地球

局のインマルサットＣ型 又はインマルサットＢ型 の無線設備は当

該義務船舶局等のある船舶の航行する海域がインマルサット船舶

地球局の通信範囲内のみのもの（短期間のみ当該通信範囲を超えて

航行する船舶であって総合通信局長が当該通信範囲内のみを航行

する船舶として取り扱うことを認めるものを含む。）の場合に限り、

当該義務船舶局等のある船舶の航行する海域に応じて当該船舶を

運航するために必要な陸上との間の通信を行うことができる無線

設備は当該義務船舶局等のある船舶の航行区域が近海区域とされ



合通信局長が特に認めるものの場合に限り、選択することができ

る。 

ているものであって総合通信局長が特に認めるものの場合に限り、

選択することができる。 

注５～７ （略） 注５～７ （略） 

  

附 則 

（ 施 行 期 日 ） 

１ こ の 告 示 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 

（ 経 過 措 置 ） 

２ こ の 告 示 の 施 行 の 際 現 に 免 許 若 し く は 予 備 免 許 を 受 け 、 又 は 免 許 を 申 請 し て い る イ ン マ ル サ ッ ト Ｂ 型 の 無 線 設 備 に つ い て は 、 こ の 告 示 に よ る 改 正

後 の 規 定 に か か わ ら ず 、 平 成 二 十 八 年 十 二 月 三 十 一 日 ま で は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。 

 


